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 空床がなくなるときに本当になくなるもの（坪内委員）
 今後の精神保健医療福祉の施策推進に向けた「入院医療に

関する方向性の整理」（岩上委員長）
 世界メンタルヘルスデーの報告

コロナ禍の際、日本にはまだ多少空床が
あったので患者を受け入れる余裕があったの
ではないでしょうか。最初から各病院が満床
状態でコロナ禍を迎えていたら、新規感染者
の救急搬送ごとに救急車のたらい回しが起こ
りもっともっと悲惨な大惨事に発展していた
かもしれません。空床確保というのは無駄な
営みではなく、多少の国家予算を割いてでも
やっておいた方がいい事業だろうと思います。

精神科医療における空床の意義については、
中井久夫先生が既に1990年1月の「精神医学」
誌の巻頭言に書いておられます。文庫本なら
「隣の病い」所収です。中井先生は「捨遺」
所収の八木剛平先生との対談や「こんなとき
私はどうしてきたか」でもそれについて語ら
れ、精神科病院が満床を追求することの危険
性を繰り返し指摘しています。入院待機期間
が長くなればなるほど治療が遅れて、その影
響で入院の長期化・慢性化が起こります。だ
から待機期間を最短にするには空床を確保す
る必要があるのです。これは臨床的にはリア
ルな感覚で、満床のときの外来診療の追い込
まれ感は半端ないです。医師、患者双方の精
神衛生によくないんじゃないでしょうか。

学会などの全国的な協議の場に出ると、精
神科病床不要論に晒されて肩身が狭い思いを
することがあります。「余っているんだから
削減してしまえ」というのは正論かもしれま
せんが、前述したような理由で「本当に大丈
夫？」「本当に無駄なの？」と思っています。
中井先生は「再入院患者の場合は馴染みの病
院に入院してはじめて落ち着きを見出すもの
あ

である」とも書いておられます。この「馴染
み」という性質には病棟の多様性が不可欠と
思われます。職員の構成は看護師比率のみで
規定せず、それ以外の職種の数も総合的に確
保しておく方がよいだろうと思います。患者
さんは必要なことは医師や看護師に話すかも
しれませんが、本当の身の上話は看護助手や
慢性期の年上の患者さんに話したりします。
後者は現場で発生する純正ピアカウンセリン
グですが、病棟の専門性を高めて急性期や思
春期の患者さんで固めてしまうとそういうの
は生まれにくいだろうと思います。

にも包括構築にあたっても役割分担を追求
しすぎるとうまくいかない印象があります。
精神科臨床ではそもそも無駄と実益の間にス
パッと線を引けないんです。実益を追求しす
ぎると本質が抜け落ち、結果的に回り道をす
ることになります。世の中から雑談がなくな
ると殺伐としてくるでしょう。こころの奥底
には無意識がある（らしい）し、宇宙には
ダークマターというのがある（らしい）けど、
たぶんそれらが抜け落ちると世界は相当やば
いことになるだろうと思います。

坪内 健

令和７年度精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築支援事業 総務委員
社会医療法人正光会 松ヶ丘病院 院長
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1972年岡山県生まれ。島
根医科大学（現・島根大学
医学部）を卒業後、精神科
医としての道を歩み、2013
年から松ヶ丘病院の院長を
務めています。

松ヶ丘病院は、島根県西
部益田圏域で唯一の精神科

専門病院として、地域に根ざした医療を大切にしてきまし
た。開放病棟やデイケア、グループホームなどを通じて、
患者さんの社会復帰を支援しています。チーム医療を大切
にしながら、日々の診療に真摯に向き合い、安心して相談
できる病院づくりを目指しています。

空床がなくなるときに本当になくなるもの
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令和６年５月に始まった厚生労働省の「精
神保健医療福祉の今後の施策推進に関する検
討会」の第12回目が令和７年12月１日に開催
されました。ここで、これまでの議論を整理
し、現時点での「入院医療に関する方向性の
整理」が公表されています。

大項目は「入院医療に関する方向性の整
理」「入院外医療等に関する方向性の整理」、
中項目は「入院機能・地域移行」「人員配
置」「身体合併症について」「かかりつけ精
神科医機能」「初診待機」「情報通信機器を
用いた精神療法」「精神科訪問看護」「行政
が行うアウトリーチ支援」の８つにコンパク
トにまとめられています。

※ 厚生労働省（令和７年12月１日）『第12回精神保健医療福祉の今後の施策推進
 に関する検討会資料２「精神疾患に係る医療提供体制の方向性の整理」』
 （https://www.mhlw.go.jp/content/11121000/001601923.pdf）

検討会では、ヒアリングにお越しいただい
た有識者やそして構成員から様々建設的な意
見や提案がなされており、事務局の精神・障
害保健課が実に緻密に方向性を整理してくれ
ています。

検討会に傍聴に来られた旧知の方々から、
「検討会の雰囲気が変わったね」と言われる
ことがよくあります。確かに制度批判でなく、
問題点を指摘しながらも発言者の立場として
なすべきことの意見が増えたように思います。
これは令和４年の「地域で安心して暮らせる
精神保健医療福祉体制の実現に向けた検討
会」を経て、10年ぶりに法改正が行われたこ
とで、今回の検討会にも力を与えているのだ
と思います。

私は、「にも包括」が機能するための基本
軸として以下の項目を考えています。

このような「にも包括」の価値観も、「入
院医療に関する方向性の整理」にしっかり組
み込んでいただいています。

ぜひ、読者の皆さんにも、この「入院医療
に関する方向性の整理」をじっくり読み込ん
でいただき、その先にある今後の精神保健医
療福祉の施策推進に向けた議論を深めていた
だきたいと思います。

 入院医療に関する方向性の整理
• 入院機能・地域移行
• 人員配置
• 身体合併症について

 入院外医療等に関する方向性の整理
• かかりつけ精神科医機能
• 初診待機
• 情報通信機器を用いた精神療法
• 精神科訪問看護
• 行政が行うアウトリーチ支援

1. 住民はメンタルヘルスに関心を持つようになり、
そのサインに気づける人、周りの人に声をかけ
られる人が増える。

2. 市町村の地域保健主管課は、住民の多岐にわた
る困りごとに対して、メンタルケアに焦点をあ
てて個と世帯を丸ごと支援する。

3. 疾病性が疑われるが精神科医療へのアクセスに
抵抗感がある場合は、本人の意思を尊重して医
師の訪問による精神保健相談を行う。

4. 精神科医療機関は、外来機能の充実や入院時の
高いアセスメント力を発揮して、医療と保健・
福祉の切れ目のないケースマネジメントを行う。

5. 都道府県は、住民が必要とする多様な精神疾患
に対応できる医療提供体制を構築する。

6. 市町村の障害福祉所管課は、基幹相談支援セン
ター・地域生活支援拠点等を中核に据えて協議
会を活用して、住民の潜在的なニーズを把握す
るとともに、誰もが安心して自分らしく暮らす
ことができる地域づくりを行う。

岩上 洋一

令和７年度精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築支援事業 委員長
精神保健医療福祉の今後の政策推進に関する検討会 構成員

社会福祉法人じりつ 理事長

埼玉県職員として、精神
保健福祉センター、保健所、
県立病院等に従事し、現在
は、埼玉県宮代町にある社
会福祉法人じりつ理事長と
して障害福祉サービス事業
等を経営。一般社団法人全
国地域で暮らそうネット

ワークの代表理事、日本相談支援専門員協会副代表として、
障害の有無にかかわらず誰もが地域で安心して暮らせる社
会の実現を目指し活動しています。また、内閣府障害者政
策委員会委員、本事業の広域アドバイザー・委員長など、
国の政策立案にも関わっています。

今後の精神保健医療福祉の施策推進に向けた「入院医療に関する方向性の整理」
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「精神保健医療福祉の今後の施策推進に関する検討会」の第12回資料は以下よりご確認いただけます。

厚生労働省（令和７年12月１日）「第12回 精神保健医療福祉の今後の施策推進に関する検討会 資料」
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_66485.html

※ 厚生労働省（令和７年12月１日）『第12回精神保健医療福祉の今後の施策推進に関する検討会資料２「精神疾患に係る医療提供体制の方向性の整理」』
 （https://www.mhlw.go.jp/content/11121000/001601923.pdf）より以下抜粋
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今年の世界メンタルヘルスデーでは、ライ
トアップポスターとリラックマポスターの掲
示、ポケットティッシュ等の配布やメンタル
ヘルスデー2025特設サイトに掲載する取組情
報のご提供等、自治体の皆さまにはさまざま
ご協力を賜り、誠にありがとうございました。

※ 厚生労働省「自治体の取組│世界メンタルヘルスデーJAPAN2025特設サイト」
（https://www.mhlw.go.jp/kokoro/mental_health_day/gov.html）

特に「自治体の取組」ページについては多
くの自治体様に取組情報のご提供をいただき
ましたため、今後のご参考のためにもぜひご
覧いただけますと幸いです。

また、心のサポーターについても、メンタ
ルヘルスデーの時期に多くのアクセスをいた
だきました。各自治体のサイトからの流入も
見受けられ、本結果は自治体・団体各位にお
ける心のサポーターの周知に関するご協力が
寄与したものと読み取れます。

厚生労働省では今年度、以下の２つのイベ
ントにも参画しました。

① 大阪・関西万博でのステージイベント
元女子バレーボール日本代表の大山加奈さ

ん、元サッカー五輪代表の森﨑浩司さん、タ
レントの最上もがさん、慶應義塾大学精神科
医の鈴木航太さんにご登壇いただき、精神的
につらいときの話や乗り越え方、支えになっ
た周囲からの声かけについてお話しいただき、
400名以上の方にご参加いただきました。

② 東京タワー館内イベント
東京タワー管内で出展されていたメンタル

ヘルスに関するさまざまなブースを、スタン
プラリーでまわっていただき、500名以上の方
にメンタルヘルスへの理解を深めていただき
ました。

2025年の世界メンタルヘルスデーは終了し
ましたが、メンタルヘルスに関する正しい理
解の普及啓発は、「にも包括」の重要な柱の
一つと位置付けられています。

「#ココロに聞いてみよう」と常時から意識
できる環境を醸成し、メンタルヘルスに悩み
を抱える人がより早く、より適切なタイミン
グで相談窓口にアクセスできるようにするた
めにも、これからもメンタルヘルスに関する
普及啓発にご協力をお願いいたします。
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厚生労働省 社会・援護局 障害保健福祉部 精神・障害保健課

担当：野内、西川、塩崎、岡本、小田、古屋、村田、淺羽

令和７年度精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築支援事業 事務局
 （PwCコンサルティング合同会社）

 担当：東海林、吉野、青木、内藤、三浦
 メール：jp_mental_health@pwc.com

世界メンタルヘルスデー2025の報告
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